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研究成果の概要（和文）：本研究は、被告人の虚偽弁解行為や自白的言動、暴力団における被告人と実行行為者
の上下関係といった間接事実を決め手に、被告人の犯人性を認定する手法は、多角的な証拠群を欠き、かつ実証
性を欠く素朴な「経験則」に依存するという二重の意味で、証拠上の脆弱性を持つことを明らかにした。また、
コミュニケーション能力に乏しい者による自白や供述内容が変遷している自白であるにもかかわらず、他の間接
事実と矛盾しないとしてその信用性を肯定したり、あるいは間接事実との総合評価によって被告人の犯人性を認
定したりする手法は、「人は自分に不利益な嘘はつかない」という素朴な「経験則」に依存するものであること
を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study has shown that the method of determining a defendant's guilt 
based on indirect facts, such as the defendant's false exculpatory acts, confessional behavior, and 
the hierarchical relationship between the defendant and the perpetrator in a gang, has evidentiary 
weaknesses in the double sense that it lacks a multifaceted body of evidence and relies on a naive "
rule of thumb" that lacks empirical validity. In addition, the method of affirming the credibility 
of a confession by a person with poor communication skills or a confession with shifting statements 
as consistent with other indirect facts, or recognizing the guilt of the accused based on a 
comprehensive evaluation of such a confession and indirect facts, depends on a simple "rule of 
thumb": "People do not tell lies that are harmful to themselves ".

研究分野：刑事訴訟法

キーワード： 刑事訴訟法　経験則　事実認定　証拠評価　間接事実　情況証拠　自白　鑑定
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、経験則に関する伝統的な学説に対し根本的なパラダイム転換の必要性を説く点で、学界に一石を投じ
るものである。また本研究は、経験則に大きく依存することによって自白や一定の間接事実を決め手に位置付け
ても、証拠の脆弱性はカバーできないことを解明し、誤判・冤罪の原因の一端を明らかにしている点で、社会的
な意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 近年、経験則が罪責認定方向での証拠評価ないし事実認定を左右するほど、大きな役割を果た
している事例がみられる。だが経験則は本来証明の対象ではないとされてきたことも相俟って、
証拠の脆弱性を潜脱するための道具とされている場合がある。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、刑事事実認定における経験則の機能と意義を総合的に解明し、ひいては刑事事実認
定のあり方を具体的に提案することを目的とするものである。すなわち、①間接事実の推認力評
価、②鑑定、③供述証拠の信用性評価という、互いに有機的な関係にある問題群を検討すること
によって、経験則の実際的意義と理論的意義を総合的に解明する。また「経験則は本来証明の対
象ではなく、特別の知識経験を有する場合のみ、鑑定等で明らかにする必要がある」という伝統
的な学説に対し、根本的なパラダイム転換の必要性を提唱する。 
 
３．研究の方法 
 
 経験則が罪責認定方向での証拠評価ないし事実認定を左右するほど大きな役割を果たしてい
る事例を調査分析する。 
 
４．研究成果 
 
（１）間接事実の推認力評価と経験則との関係 
 被告人の自白的言動や虚偽弁解行為、被告人と実行行為者の上下関係を前提とした暴力団の
行動様式といった間接事実について、事実上決め手となりうる程の強い推認力があるという評
価を合理化する「経験則」について検討した。まず自白的言動については、一般的に間接事実（情
況証拠）の一種とされる一方、自白供述と同様の性格を併せ持つ点で他の間接事実の類型とは異
なる考慮を要する。後者の暴力団の行動様式については、実証的裏付けのない、暴力団に対する
ステレオタイプが「経験則」とみなされる傾向にある。 
 自白的言動や虚偽弁解行為は、犯人の言動に関する経験則を媒介に、決め手とされるものであ
る。すなわち、「人はウソをついてまで不利益な事実を暴露しない。それゆえ、敢えて自分に不
利益な事実を供述するのは真実（有罪意識の徴憑）である」、「犯人は罪をまぬがれるために嘘を
つく」、「犯人は犯罪を成し遂げるのに合理的な言動をなす」といった「経験則」は、犯人の言動
に関する経験則として、罪責認定方向での証拠評価ないし事実認定に決定的な役割を担うこと
がある。しかし、これらの経験則はそれ自体証明されていないばかりか、このような経験則に依
存する証拠評価ないし事実認定の手法は、裏を返せば、多角的な証拠による総合評価が不可能で
あり、また当該「経験則」自体証明されていないという二重の意味で、証拠の脆弱さを示すもの
である。 
 
（２）鑑定、供述の信用性評価、経験則の関係 
 従来、供述心理学鑑定と自由心証主義の対立が指摘されてきた。もっとも鑑定とは職業裁判官
（そして裁判員）の経験則の不足を補うものとして位置付けられ、かつ、自由心証主義も経験則
による規律に服すると考えられているから、本来、鑑定と自由心証は対立しないはずである。む
しろ上述の対立は、一般的に証明の対象とされてこなかった裁判官の「経験則」と供述心理学鑑
定による経験則との対立を意味する。 
 （１）（２）の考察から、「経験則」といっても、そのソースと実証性について、具体的に検討
する必要があることが判明した。 
 
（３）自白等の供述証拠評価と経験則との関係 
 犯人性の認定にあたり、自白や目撃供述等の供述証拠がある事案に関して、以下の問題につい
て検討を行った。第一に、自白等の供述証拠の信用性評価について、当該供述以外の補助事実が
果たす役割である。第二に、犯人性の認定について、当該上述以外の間接事実（情況証拠）が果
たす役割である。 
 第一の問題に関しては、自白等の供述証拠がある場合でも、それ以外の証拠によって認定でき
る事実との関係で自白の信用性を検討するという手法があるところ、自白等の供述証拠それ自
体に見いだされた問題点（供述者のコミュニケーション能力の問題、供述の変遷等）との関係で、
どのような課題があるか、検討した。すなわち供述証拠以外の証拠によって認定できる事実によ
って犯人性について一定の絞り込みを行ったという理由で、供述証拠それ自体の問題点を度外
視し、もっぱら供述したという結果を重視して信用性評価をしてよいか、ということについて考



察した。 
 また第二の問題に関しては、間接事実による推認により犯人性について一定の絞り込みを行
ったものの、それだけでは合理的疑いを容れない程には証明されていない場合、上述のような自
白等の供述証拠と間接事実の総合評価を行うことについて、検討を行った。つまりこれは、第一
の問題と同様、自白等の供述証拠それ自体の問題点を度外視して、もっぱら供述したという結果
を重視して、これを総合評価に入れてよいか、ということについて考察した。 
 いずれにしても、供述者のコミュニケーションの能力の問題や供述の変遷等が軽視されてし
まうのは、「人はウソをついてまで不利益な事実を暴露しない。それゆえ、敢えて自分に不利益
な事実を供述するのは真実（有罪意識の徴憑）である」という「経験則」を優越させているから
である。しかしこのような「経験則」は、虚偽自白を原因とする誤判に照らし、もはや通用する
ものではないというべきである。 
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